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概要 

本稿は、日本の国民経済計算体系（JSNA）における教育の質の変化を反映した価格・数量指数を推計する

ため、学校教育サービスに関するクロス分類データとして構築された「教育サービス産出データベース」（ESJ）

および「教育分析用拡張産業連関表（EIOT）」の長期時系列推計値に基づき、I.単純産出数量法、II.産出数

量法、III.投入法、IV.ハイブリッド法、そして V.ヘドニック法の適用によって、教育サービスの数量指数および価

格指数の測定をおこなう。教育サービスの産出量を定義する観察可能な産出指標としては、教育サービスの消

費者としての視点から生徒数（欠席率の変化を考慮済み）および総生徒授業時間、またその生産者としての視

点から総教員授業時間の 3 つが定義され、上記 5 つの方法論に基づく、1955 年から 2017 年までの日本の教

育サービス産出における価格・数量指数の推計値により、望ましい測定論に関する検討をおこなう。 

産出数量法および投入法による価格・数量指数の推計値によっては、教育サービスの品質変化に関する指

標として、間接品質指数が定義される。それは ESJ で教育サービスに関する品質指標として直接に観察される

複数の直接品質指数、また V.ヘドニック法の適用によってそれらが集計された直接品質指数との比較によって、

長期にわたる教育サービスの品質変化に関する測定値の検討がおこなわれる。公立小・中学校における V.ヘ

ドニック法の適用によれば、品質調整済みの価格・数量指数としての推計値は、長期傾向として IV.ハイブリッド

法による推計値に近似したものとなっている 
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